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市
県
民
税
は
、
納
税
者
が
均

等
の
額
を
負
担
す
る
「
均
等
割

（
市
民
税
３
０
０
０
円
、
県
民

税
１
８
０
０
円
）」と
、
そ
の
人

の
所
得
に
応
じ
て
負
担
す
る

「
所
得
割
」
の
２
種
類
が
あ
り

ま
す
。
平
成　

年
度
ま
で
は
、

１８

所
得
に
応
じ
て
３
段
階
の
累
進

税
率（
５
％
・　

％
・　

％
）で

１０

１３

し
た
が
、　

年
度
か
ら
一
律　

１９

１０

%
の
税
率
（
市
民
税
６
％
・
県

民
税
４
％
）
に
統
一
さ
れ
ま
す
。

　

こ
れ
に
と
も
な
い
、
所
得
税

の
税
率
は
、
現
行
の
４
段
階
の

累
進
税
率
（　

％
・　

％
・　

１０

２０

３０

％
・　

％
）
が
、　

年
分
か
ら

３７

１９

６
段
階
の
累
進
税
率
（
５
％
・

　

％
・　

％
・　

％
・　

％
・

１０

２０

２３

３３

　

％
）
に
改
正
さ
れ
ま
す
＝
下

４０表
参
照
。

　

※
「
累
進
税
率
」
と
は
…
所

得
を
段
階
的
に
区
分
し
、
そ
の

区
分
を
超
え
た
場
合
、
超
え
た

分
に
対
し
次
の
段
階
の
税
率
が

適
用
さ
れ
る
課
税
方
式

　

市
県
民
税
は
、
最
低
税
率
が

５
％
か
ら　

％
に
引
き
上
げ
と

１０

な
り
、
最
高
税
率
が　

％
か
ら

１３

　

％
に
引
き
下
げ
と
な
り
ま
す
。

１０ま
た
、
所
得
税
は
、
最
低
税
率

を　

％
か
ら
５
％
に
引
き
下
げ
、

１０
最
高
税
率
は　

％
か
ら　

％
に

３７

４０

引
き
上
げ
と
な
り
ま
す
。

　

こ
の
税
率
変
更
に
よ
り
、
多

く
の
納
税
者
の
市
県
民
税
は
増

額
と
な
り
ま
す
が
、
そ
の
分
、

所
得
税
は
減
額
さ
れ
ま
す
。
税

源
移
譲
は
、
国
の
所
得
税
か
ら

地
方
の
市
県
民
税
へ
税
源
を
移

譲
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い

る
た
め
、
改
正
後
の
市
県
民
税

と
所
得
税
を
合
わ
せ
た
納
税
者

の
税
負
担
は
従
来
と
変
わ
ら
な

い
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。　

�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

　

市
役
所
な
ど
地
方
公
共
団
体
が
市
民
に
身
近
な
行

政
サ
ー
ビ
ス
を
よ
り
効
率
的
に
行
え
る
よ
う
、
地
方

分
権
の
一
環
と
し
て
、
所
得
税
か
ら
市
県
民
税
へ
約

３
兆
円
の
税
源
移
譲
（
国
の
税
収
を
減
ら
し
、
地
方

の
税
収
を
増
や
す
）
が
行
わ
れ
ま
す
。

　

こ
の
税
源
移
譲
に
あ
た
り
、
地
方
税
で
あ
る
市
県

民
税
所
得
割
の
税
率
が
一
律　

％
に
改
正
さ
れ
、
あ

１０

わ
せ
て
所
得
税
の
税
率
も
見
直
さ
れ
、
税
率
構
造
が

全
面
的
に
改
め
ら
れ
ま
す
。　

　

平
成　

年
度
の
市
県
民
税
は
所
得
割
額
の
７
・
５
％
相
当
額

１８

（
上
限
２
万
円
）が
減
額
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
こ
の
定
率
減
税
が

　

年
度（　

年
６
月
徴
収
分
）か
ら
廃
止
に
な
り
ま
す
。
こ
れ
に

１９

１９

よ
り
、
市
県
民
税
で
最
大
２
万
円
の
負
担
増
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
所
得
税
も
平
成　

年
分
は
税
額
の　

％
（
上
限　

万

１８

１０

１２

５
０
０
０
円
）
が
減
額
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、　

年
分
か
ら
廃

１９

止
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

市
県
民
税
と
所
得
税
で
は
、

扶
養
控
除
や
配
偶
者
控
除
な
ど

の
人
的
控
除
の
額
に
差
が
あ
る

た
め
、
税
率
を
調
整
す
る
だ
け

で
は
税
負
担
が
増
え
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。
こ
う
し
た
負
担
増

� ����������������������

平
成　

年
度
か
ら

１９
市
県
民
税
が
変
わ
り
ま
す

 負担増減額
（市県民税＋所得税）

差引額
②－①改正後②改正前①給与収入

0円

0円9000円9000円市県民税
300万円

0円0円0円所 得 税

0円

5万9500円13万5500円7万6000円市県民税
500万円

－5万9500円5万9500円11万9000円所 得 税

0円

9万7500円29万3500円19万6000円市県民税
700万円

－9万7500円16万5500円26万3000円所 得 税

   負担増減額　
（市県民税＋所得税）

差引額
②－①改正後②改正前①給与収入

0円

3万2000円6万6500円3万4500円市県民税
200万円

－3万2000円3万2000円6万4000円所 得 税

0円

9万7500円26万500円16万3000円市県民税
500万円

－9万7500円16万500円25万8000円所 得 税

0円

9万7500円40万4500円30万7000円市県民税
700万円

－9万7500円37万6500円47万4000円所 得 税

市 県 民 税
税率課税所得金額

5%～２００万円以下の金額
10%２００万円超 ～７００万円以下の金額
13%  ７００万円超 の金額

所　得　税
税率課税所得金額

10%～   ３３０万円以下の金額
20%３３０万円超～   ９００万円以下の金額
30% ９００万円超～ １８００万円以下の金額
37%  １８００万円超の金額

所　得　税
税率課税所得金額

5%～  １９５万円以下の金額
10%１９５万円超～  ３３０万円以下の金額
20% ３３０万円超～  ６９５万円以下の金額
23% ６９５万円超～  ９００万円以下の金額
33%９００万円超～１８００万円以下の金額
40%  １８００万円超の金額

市 県 民 税
税率課税所得金額

10%一　律

市県民税と所得税の増減額（年額）を
モデルケースで見てみると…

① 単身者の場合

② 夫婦と子ども２人の場合

�いずれも一定の社会保険料が控除されるものとして計算
　しています
�実際の負担増減額には、定率減税の廃止等による負担増
　がありますのでご留意ください
�下表の市県民税は「所得割」の額で、このほかに均等割
　（４８００円。県民緑税を含む）が課税されます

＜改正前＞ ＜改正後＞

※課税所得とは所得（給与・年金・事業等）
から、所得控除（配偶者控除・扶養控除・基礎
控除等）を差し引いた金額

�

�

調整控除額（市県民税所得割額から控除する額）市県民税の
課税所得金額

　人的控除額の差の合計額
　　　　　　　　　　　　　　いずれか小さい額×５％
　市県民税の課税所得金額

２００万円
以下の人

　｛人的控除額の差の合計額－（市県民税の課税所得金額－２００万円）｝
　　　　　　×５％（ただし、２５００円未満の場合は２５００円）

２００万円を
超える人

　税源移譲による市県民税と所得税の増減時
期は、ほとんどの人が下表のとおりになりま
す。　

市県民税所 得 税

平成１９年６月
から増加

平成１９年１月分の源泉
徴収から減少

給　与
所得者

平成１９年６月
から増加

平成１９年２月分の源泉
徴収から減少

年　金
所得者

平成１９年６月
から増加

平成２０年３月の確定申
告時に納税する平成１９
年分の所得税額が減少

事　業
所得者等

市
県
民
税
の
税
率
は
一
律　

％
に
、
所
得
税
の
税

１０

率
は
５
％
か
ら　

％
ま
で
の
６
段
階
に
な
り
ま
す

40

税
率
が
変
わ
り
ま
す
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市
県
民
税
の
老
年
者
非
課
税
措
置
の
廃

市
県
民
税
の
老
年
者
非
課
税
措
置
の
廃
止止

に
と
も
な
う
経
過
措
置
に
つ
い

に
と
も
な
う
経
過
措
置
に
つ
い
てて

税
源
移
譲
に
よ
る
税
負
担
の
増
減
は
あ
り
ま
せ
ん

が
、
定
率
減
税
廃
止
に
よ
り
負
担
増
が
生
じ
ま
す

定
率
減
税
が
廃
止
さ
れ
ま
す

税
源
移
譲
に
よ
っ
て
、
市
県
民
税
と
所
得
税
を

合
わ
せ
た
税
負
担
は
変
わ
り
ま
せ
ん

税
負
担
は
変
わ
り
ま
せ
ん

《問合せ先》
市民税グループ（0798・35・3267）
　※西宮市ホームページ（アドレスはページ下参照）
　でも税制改正の説明がご覧になれます

平成２０
年度

平成１９
年度

平成１８
年度

全額課税
３分の１
減額

３分の２
減額

年税額

(表１)合計所得金額が125万円以下の人

平成２０
年度

平成１９
年度

平成１８
年度

全額課税
６分の１
減免

３分の１
減免

所得割額

(表２)合計所得金額が125万円を超え
158万円以下の人

問い　課税所得金額が３００万円のＡさんの場合は、税負担は
変わらないのでしょうか？

答え　Ａさんの場合、これまで市県民税が２００万円までは
５％、２００万円を超える１００万円は１０％の税率でしたが、一
律１０％の税率になるため、市県民税の負担は増えます。しか
し、所得税の最低税率が１０％から５％へ引き下げられるため、
所得税の負担は減ります＝下図参照。このため税源移譲によ
る所得税と市県民税を合わせた負担は変わりません。

税率改正で負担は増える？減る？

※子ども１人は特定扶養親族（１６歳以上２２歳以下の扶養親族）に該当
するものとして計算しています

を
な
く
す
た
め
、
市
県
民
税
所

得
割
額
か
ら
「
調
整
控
除
額
」

（
右
表
参
照
）が
減
額
さ
れ
ま
す
。

調
整
控
除
に
よ
る
減
額

市県民税・所得税の増減時期

�

《
市
県
民
税
》

�

《
所
得
税
》

改正前　　　　　　　　　改正後

税制改正の
お知らせ

　
　

歳
以
上
の
人
へ
の
市
県
民
税
の
非
課
税
措
置
が
廃
止
さ
れ
た

６５
こ
と
に
と
も
な
い
、
平
成　

年
１
月
１
日
に　

歳
に
達
し
て
い
た

１７

６５

人
（
昭
和　

年
１
月
２
日
以
前
生
ま
れ
の
人
）
に
は
、　

年
度
か

１５

１８

ら
次
の
経
過
措
置
が
と
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
１
２
５
万
円
以
下
の
人
は
、　

年
度

１８

は
年
税
額
の
３
分
の
２
が
減
額
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、　

年
度
は

１９

３
分
の
１
が
減
額
と
な
り
ま
す
（
表
１
参
照
。
県
民
税
均
等
割
額

の
う
ち
、
県
民
緑
税
８
０
０
円
は
減
額
の
対
象
に
は
な
り
ま
せ

ん
）。ま
た
、
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
１
２
５
万
円
を
超
え
て
１

５
８
万
円
以
下
の
人
は
、　

年
度
は
所
得
割
額
の
３
分
の
１
が
減

１８

免
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、　

年
度
は
６
分
の
１
が
減
免
と
な
り
ま

１９

す
（
表
２
参
照
）。

　

な
お
、
い
ず
れ
も　

年
度
か
ら
全
額
課
税
と
な
り
ま
す
。

２０

１０％５％

200万円
まで

200万円超～
700万円まで

１０％

３３０万円まで

市県民税の負担が増える部分

１０％

昭和15年1月2日以前生まれの人の経過措置

税源移譲による負担増はなし

�

�
� ��������������

所得税の負担が減る部分

１０％５％


